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放射性廃棄物の種類と処分方法 
放射性廃棄物は、放射能レベルに応じて、異なる深さに適切なバリアを構築して処分される。   

高レベル放射性廃棄物

低レベル放射性廃棄物

（５）ガラス固化体（再処理により、ウラ
ン・プルトニウムを分離・回収した
後に残ったものをガラスで固めた
もの）

（４）再処理等の過程で発生するTRU廃棄物※の
一部（放射能レベルの高いもの）
※TRU(Trans Uranium)元素（ウランより原子番号が大きく半減

期が長い放射性元素（ネプツニウム、プルトニウム、アメリシウ
ム等））を含む廃棄物

（３）廃止措置で発生する制御棒、炉内構造物
等

（２）・通常の運転に伴い発生する廃液、フィル
ター、消耗品（手袋等）等

・廃止措置で発生する原子炉圧力容器等

（１）廃止措置で発生する鉄骨・コンクリート等

地下300mより
深い地層
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浅地中トレンチ処分
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※再処理施設か
らは他に低レベ
ル放射性廃棄物
も発生。

放射性廃棄物の種類 処分方法

使
用
済
燃
料

浅地中ピット処分

地
上
施
設
で
貯
蔵
管
理

（
30
年
～
50
年
）

※廃棄物の種類、処分方法については、
代表的なものを記載している。

最終処分法の対象

使用済燃料の直接処分（わが国における実現可能性について研究開発に着手）

電気事業者が今後対応。日本
原電(株)については、東海発
電所敷地内での埋設を検討中。

操業廃棄物は日本原燃(株)

が実施中。解体廃棄物は、
電気事業者が今後対応。

電気事業者が今後対応。
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1.1．施策の目的・政策的位置付け （平成２４年度までの観点） 



機密性○ 我が国における放射性廃棄物処分の流れ 

（１）我が国においては、原子力発電に伴い発生する使用済核燃料を再処理し、ウラン・プ
ルトニウムを回収した後に生ずる高レベル放射性廃液を、ガラスで安定的な状態に固
形化し（ガラス固化体）、３０～５０年間、冷却のため貯蔵・管理した上で、地下300m以
深の地層に埋設処分（地層処分）することとしている。    

4 使用済燃料貯蔵量・ガラス固化体貯蔵量：2013年10月末時点 



高レベル放射性廃棄物の地層処分について 

（１）ガラス固化体は、六ヶ所再処理施設内の貯蔵管理施設で貯蔵管理した後、最終処分場に輸送し、
オーバーパック（金属製の容器）や緩衝材（粘土）による人工バリアを施した上で、地下300m以深
に埋設処分する。     

（２）人工バリアと天然バリアの組合せにより、ガラス固化体を、放射能が十分に減衰するまでの数万年
間、人間の生活環境から隔離する。 

（３）最終処分場は、ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを考慮し、4万本以上のガラス固化体を埋設できる規模とする計画。 

最終処分場の具体的イメージ 

ガラスと混ぜるこ
とで放射性物質
を地下水に溶け
出しにくくする。 

約２０cmの炭素鋼
の容器。当面１００
０年間は確実に地
下水から隔離。 

約７０cmの粘土。地
下水と放射性物質
の移動を遅くする。 

天然バリア 人工バリア 
地上施設 

地下施設 

多重バリアシステム

バリア４ 

地
下
３
０
０
メ
ー
ト
ル
以
深 

バリア３ バリア１ バリア２ 

        
ガラス固化体 オーバーパック 

[金属製の容器] 
緩衝材 
[粘土] 

岩盤 

高レベル放射性廃棄物処分施設 

地下深くの安定した
岩盤で長期間放射
性物質を閉じこめる。
酸素が少なく、金属
も腐食しにくい。 

連絡坑道 

処分パネル 

（処分坑道が集合
した区画） 

アクセス坑道 

地上施設 

地下施設 
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例：ガラス固化体が４万本の場合、 

約６平方ｋｍの地下施設が必要 



機密性○ 我が国における地層処分制度の確立 

（１）我が国の地質データ等を基に、核燃料サイクル開発機構（現日本原子力研究開発機構）を中心に、
国内専門家・研究機関の総力を挙げ、地層処分の技術的信頼性について、２０年以上の研究成果
をとりまとめ。とりまとめに当たり、国内外の専門家によるピア・レビューを受けている。 

（２）この研究成果を踏まえ、2000年、原子力委員会が、我が国でも地層処分が実現可能と評価。その後
、深地層の研究施設を整備し、更なる研究開発を推進。 

（３）また、1998年、原子力委員会は、社会的信頼を得つつ、地層処分を安全かつ着実に実施するため、
立地選定プロセスや処分実施主体等のあり方を盛り込んだ地層処分の基本的考え方をとりまとめ。 

（４）これらを受け、2000年「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が成立。 

2000 1976 
研究成果 

第２次取りまとめ 
「地層処分の技術的信頼性」 

瑞浪超深地層 
研究所着工（2002年） 

幌延深地層 
研究所着工（2003年） 地層処分 

研究開始 

「特定放射性廃棄物の最終処
分に関する法律」 

1999 

原子力委員会 （原子力バックエンド対策専門部会） 
「我が国における高レベル放射性廃棄物地層処分研
究開発の技術的信頼性の評価」 

1992 
研究成果 

第１次取りまとめ 
「地層処分の技術的可能性」 

動力炉・核燃料開発事業団 
（現日本原子力研究開発機構） 

核燃料サイクル開発機構 
（現日本原子力研究開発機構） 

・地層処分研究開発協議会（核燃料ｻｲｸﾙ開発機構、日本原子力研究所、地質調
査所、防災科学技術研究所、電力中央研究所、原子力環境整備ｾﾝﾀｰ、大学専
門家（原子力工学、地質学、土木工学）等）による研究開発の推進 

・地層科学研究検討会（国内の地震学、地質学等の36名の学者が参画）やNagra

（ｽｲｽ実施機関）、米国立研究所（ﾛｽｱﾗﾓｽ、ﾛｰﾚﾝｽ･ﾊﾞｰｸﾚｰ）等の国内外専門
家によるﾚﾋﾞｭｰ 

・OECD/NEAによる国際ﾚﾋﾞｭｰ（OECD、IAEA、独・瑞・加・西 実施機関） 

「第２次取りまとめ」の策定及びレビューに携わった国内外の専門家・研究機関 
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1998 

原子力委員会 （高レベル放射性廃棄物処分懇談会） 

 「高レベル放射性廃棄物処分に向けた基本的考え方について」 
NUMO設立 

制
度 

研
究
開
発 



拠出金単価の決定 指定・監督 実施計画の策定 

設立認可・監督 

資金の流れ 

処分実施主体 

原子力発電環境整備機構 
（NUMO) 

処分地の選定 
最終処分の実施 

拠出金の徴収 ほか 

発電用原子炉設置者等 

電力会社 ほか 

資金管理主体 

(公財)原子力環境整備 
促進・資金管理センター 

資金の管理・運用 ほか 

積立金の 

外部管理 

積立金の取戻し 

（経済産業大臣の承認要） 

  経 済 産 業 大 臣 

拠出金の納付 

実施計画の承認 

不測の事態への対応 

解散の歯止め 

「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」概要 
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○基本方針の策定（処分の基本的方向、国民、関係住民の理解増進に関する事項 他） 

○最終処分計画の策定（処分の実施時期、処分量 他） 

○高レベル放射性廃棄物等の処分に係る実施主体、処分地選定プロセス、処分計画、費用確保等、処
分のための仕組みを整備する制度。（2000年制定） 
①処分実施主体として原子力発電環境整備機構（NUMO）を設立し、処分を実施。 
②3段階の調査（文献調査、概要調査、精密調査）を経て最終処分施設建設地を決定。 
③10年を一期とする最終処分計画を5年毎に策定(ガラス固化体の発生量見込み、処分場の規模、処分スケジュー

ル等) 
④処分費用について、電力会社等が毎年の発電電力量等に応じNUMOに拠出（電気料金で費用回収） 
⑤長期にわたる処分費用の透明性・安全性を確保するため、外部の資金管理法人にて積み立て、管理・運営。 



我が国の地層処分地選定の概要  
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「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」に基づく３段階の立地選定プロセス 

※知事及び市町村長の意見を聞き、反対の場合は次の段階に進まない 

施設建設後 
廃棄物搬入開始 

③精密調査 
地下施設で調査、 
試験を行い評価  
    

全国市町村か
らの応募 

国の申入れに  
対する受諾 

①文献調査 
過去の記録、文献 
調査で評価 

②概要調査 
ボーリング調査、 
地質調査等で評価 

2007年に追加 概要調査地区を選定 精密調査地区を選定 建設地を選定 

2002年に開始 

（１） ２０年以上の研究の結果、我が国でも地層処分が実現可能と評価（２０００年）。 

（２）同年、処分制度（特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律）を法定。実施主体（原子力発電環
境整備機構：ＮＵＭＯ）を設立するとともに、３段階の処分地選定プロセスを制定。 

（３） ２００２年より、調査受入れ自治体の公募を実施も、応募は２００７年の高知県東洋町の
み。しかしながら、その後、東洋町の応募は取り下げられた。 



機密性○   諸外国の進捗状況 ～各国とも３０年以上にわたり悩みつつ選定を実施～ 

（１）最終処分地が実質的に決定している国（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ） 

 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ：１９８３年より選定開始、２０００年に処分地（ｵﾙｷﾙｵﾄ）を国として原則決定。
地下調査施設（ｵﾝｶﾛ）を建設、現在、安全審査中。 

 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ：１９７７年より選定開始、２００９年に処分地（ﾌｫﾙｽﾏﾙｸ）を選定。施設建設に
向けて、現在、安全審査中。 

（２）その他の国 

 仏国：１９８３年より選定開始。パリから東に約２２０ｋｍのﾋﾞｭｰﾙ近郊を処分地とする方
向でその是非につき公開討論中。 

 米国：ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝを選定も、政権交代により撤回（２００９年）。選定ﾌﾟﾛｾｽの見直し中。 

 独国：ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝを選定も、２０００年より調査凍結。選定ﾌﾟﾛｾｽの見直し中。 

 英国：ｶﾝﾌﾞﾘｱ州が関心を表明も、議会で否決（２０１３年）。選定ﾌﾟﾛｾｽの見直し中。 
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建設等 

英国 

日本 

カナダ 

スウェーデン 

(フォルスマルク) 

※建設には未着手 

フランス 

(ビュール近傍) 

米国 ドイツ 

スイス 

フィンランド 

(オルキルオト) 

韓国 

公募  文献調査  最終処分施設 
建設地の選定 

概要調査  精密調査 
安全審査 方針検討 

段階 



 

 

 

 

 

エネルギー基本計画（H22.6） 

・高レベル放射性廃棄物等の処分事業が円滑に実施できるよう、国は高レベル放射性廃棄物
の地層処分基盤研究開発に関する全体計画等にしたがって、必要な研究開発に着実に取り
組む。さらに、研究開発の成果を国民に分かりやすい形で提供することにより、国民との
相互理解を深める。 

・なお、研究開発等に伴って発生する低レベル放射性廃棄物についても、処分の実現に向け、
国及び日本原子力研究開発機構（JAEA）は関係機関の協力を得つつ処分事業を着実に推進
する。 

 

 

 

 

 

【研究開発活動の着実な進展】 

●研究開発の中核機関である日本原子力研究開発機構の瑞浪と幌延の深地層研究をはじめとした
国の基盤研究開発の着実な進展 

●ＮＵＭＯの技術開発の段階的な展開，安全規制関連の検討の本格化 

地層処分研究開発の状況と展開 

研究開発全体の効果的かつ効率的な推進を図ることを目的に、
「地層処分基盤研究開発調整会議」を設置（H17.7～）、全体計画を
策定（H18.12） 
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資源エネルギー庁調査等

事業実施機関

地層処分基盤研究開発調整会議

①研究開発全体計画の策定
②研究開発の連携に関する調整
③成果の体系化に向けた調整

計画等の
提示

成果提供

(独）日本原子力

研究開発機構

（JAEA)

実施主体

経済産業省
資源エネルギー庁

国の基盤研究開発

計画等の
提示

成果提供
規制支援機関

（独）原子力安全
基盤機構

・原子力委員会
・総合資源エネルギー調査会：

原子力部会：放射性廃棄物小委員会
放射性廃棄物処分技術WG

情報発信

・原子力安全委員会：
特定放射性廃棄物処分安全調査会

実施主体の
技術開発

（経済性・効率性）

国の規制支援研究

情報発信

大学等有識者意見
（地層処分基盤研究開発
検討評価委員会、等）

※発生者等の視点で電気事業者
や日本原燃が適宜参加

地質環境ＷＧ

工学技術ＷＧ

性能評価ＷＧ

ＴＲＵ廃棄物ＷＧ

分野別ＷＧ

統合ＷＧ

規制機関
(オブザーバー）

運営会議

原子力発電
環境整備
機構
（NUMO)

経済産業省
原子力安全
・保安院

地層処分基盤研究開発調整会議の構成（H24まで） 
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国の基盤研究開発の位置付けと 

処分事業及び安全規制との関係 

【原子力発電環境整備機構：ＮＵＭＯ】 

処分実施 

●最終処分等の実施（概要調査等の
実施と概要調査地区等の選定） 

安 

全 

規 

制 

【原子力安全委員会／原子力安全・保安院】 

安全規制 

●安全規制制度の策定と許認可（安
全審査指針や技術基準等の策定） 

【資源エネルギー庁】 

政策/技術開発 

●最終処分政策の推
進（最終処分計画策
定，ＮＵＭＯの監督と
計画等承認，技術開
発の実施） 

監督 

ＮＵＭＯの技術開発 

既存の技術の体系化による
実施の観点で合理性のある
調査や評価手法の構築 

安全規制の調査研究 

安全規制上の重要因子の抽
出や規制としての確認評価
手法の構築 

国の基盤研究開発 
●技術基盤の継続的強化による，客観性をもった技

術的信頼性や安全性の向上 

     国民理解の促進／処分事業と安全規制に 

     先行した技術基盤の整備 

（H24まで） 
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放
射
性
廃
棄
物
の
安
全
な
処
理
・処
分
方
法
の
確
立 

地層処分 

技術の確立 

余裕深度処分 

技術の確立 

Ａ．地層処分 

    技術調査 

Ｂ．管理型処分 

 技術調査 

Ｃ．放射性廃棄物 

    共通技術調査 

JAEAにおける研究開発 

（文部科学省） 
深地層の科学的研究や 
安全評価手法の高度化など 

地質環境の調査技術、人工バリア等の製作
や遠隔操業技術等の工学技術、ＴＲＵ廃棄
物地層処分についての長期評価技術など 

余裕深度処分施設の施工性や性能
確認に関する技術開発など 

地層処分技術及び管理型処分技術に共
通する生物圏の核種移行プロセス調査、
国内外の関連動向や技術の調査など 

経済産業省資源エネルギー庁における
放射性廃棄物処分技術開発 

1.2．施策の構造（研究開発の構造） 

資源エネルギー庁の研究開発では、処分事業等の動向や関係研究
機関の取り組み等との整合性を図りつつ、大きく３つの事業に分けて
実施している。 
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これまでの取組の課題と見直しの方向性(案) 

14 

（課題１） 現世代の責任として、地層処分に向けた取組を進めることが国際的共通認
識である一方、地層処分の安全性に対する信頼が不十分。 

⇒（１）地層処分を前提に取組を進めることとし、将来世代が最良の処分方法を
常に再選択できるよう、可逆性・回収可能性を担保し、地層処分の技術
的信頼性を定期的に評価していくと共に、代替処分オプションの調査・
研究を並行的に進める。 

総合資源エネルギー調査会における検討状況も踏まえつつ、 

以上の方向性で見直しの具体化を図り、 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針の改定を行う。 

（課題２）広く全国を対象とした調査地域の公募では、調査受入れの科学的妥当性
「なぜここか」の説明が困難であり、受入れを表明する自治体の説明責
任・負担が重くなっている状況。 

⇒（２）国が、科学的根拠に基づき、より適性が高いと考えられる地域（科学的
有望地）を提示する。その上で、国が前面に立って重点的な理解活動を
行った上で、複数地域に対し申入れを実施する。あわせて、地域の合意
形成の仕組みや支援策等について、今後検討の上、適切な措置を講じる。 

※可逆性：処分事業の選定プロセスを元に戻すこと。 

 回収可能性：地層処分場において廃棄物を回収可能な状態に維持すること。 



文献調査 

概要調査 

精密調査 

処分地決定 

調査受入自治体の公募 

応募 

法
定
プ
ロ
セ
ス 

従来のプロセス 加速化に向けた新たなプロセス（案） 

科学的知見に基づいた 
有望地の選定（マッピング） 

・ 自治体からの応募 
・ 複数地域に対し、国から申入れ 

選定した有望地を中心とした 
重点的な理解活動（説明会の開催等） 

※都道府県知事、市町村長の意見を聴き、反
対の場合には次の段階に進まない 

○ 

代
替
処
分
オ
プ
シ
ョ
ン
の
調
査
・研
究
等 

○ 

地
層
処
分
の
技
術
的
信
頼
性
の
定
期
的
評
価 

法
定
プ
ロ
セ
ス 

最終処分に向けた新たなプロセス（案） 

15 ※下線印は、新規または強化する取組案 

可逆性・回収可能

性を担保した取組 

※

地
域
の
合
意
形
成
の
仕
組
み
や

支
援
策
等
を
検
討 

文献調査 

概要調査 

精密調査 

処分地決定 

※都道府県知事、市町村長の意見を聴き、
反対の場合には次の段階に進まない 



年度 2005 2010 2020～ 

安全規制(国) 

処分事業 
(ＮＵＭＯ) 

基盤研究開発 

安全審査基本指針 

概要調査 
地区選定 

概要調査 

精密調査 
地区選定 

精密調査 

最終処分施設 
建設地選定 

事業許可 
申請 

建設～ 

安全審査指針 

処分場の技術基準 精密調査地区選定要件 

安全審査 

最終処分施設建設地選定要件 

文献調査 

国民・社会 地層処分に対する国民・社会の理解と認知（技術や安全性に関する信頼感・安心感の醸成） 

地層処分の技術基盤の継続的な強化 
   ＝技術的信頼性・安全性の向上（科学的知見の拡充／技術的実現性の提示／先進的新技術の導入） 

第１フェーズの成果 第２フェーズの成果 第３フェーズの成果 

地上からの調査研究
（第１段階） 

坑道掘削時の調査研究 
（第２段階） 

地下施設での調査研究 
（第３段階） 

【深地層の研究計画】 

【処分概念や地質環境条件等の研究対象】 

             ジェネリック                             サイトスペシフィック 

2015 

※ NUMOが行う処分事業のスケジュールについては，最終処分計画（2008.3閣議決定）にて規定 

国、関係研究機関及びＮＵＭＯは、それぞれの役割分担を踏まえつつ、密接な

連携の下、概要調査地区等の選定に関する計画を勘案し、特定放射性廃棄物

の最終処分にかかる研究開発を着実に進めていくこととする。（最終処分計画） 

※ 

1.3．施策の目的実現の見通し 
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１）地層処分技術調査 
 

①地層処分共通技術 
  ・ボーリング技術高度化開発 
  ・岩盤中地下水移行評価技術高度化開発 
  ・地質環境総合評価技術高度化開発 
  ・沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発 
  ・海域地質環境調査技術高度化開発* 

 

②高レベル放射性廃棄物処分関連技術 
  ・先進的地層処分概念・性能評価技術高度化開発 
    ・処分システム化学影響評価高度化開発 
  ・処分システム工学要素技術高度化開発 
  ・地下坑道施工技術高度化開発 
 

③ＴＲＵ廃棄物処分関連技術 
  ・人工バリア長期性能評価技術開発 
  ・ヨウ素・炭素処理・処分技術高度化開発 
  ・硝酸塩処理・処分技術高度化開発 
  ・セメント材料影響評価技術高度化開発* 
 

④地層処分回収技術高度化開発 
   ・地層処分回収技術高度化開発* 

２）管理型処分技術調査 
  

  ・地下空洞型処分技術性能確証試験 
 
 
 

３）放射性廃棄物共通技術調査 
   ・放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

   ・放射性核種生物圏移行評価高度化調査 
 
 
 
  ※放射性廃棄物海外総合情報調査は、 
   研究開発ではないので評価対象外 
 
  *太字部分は平成23年度より開始 
 

今回の技術評価で対象となるテーマ 

【評価対象期間：平成22年度～平成24年度】 
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【①地層処分共通技術】

岩盤中地下水移行評価確証技術開発

【②ＴＲＵ廃棄物処分関連技術】

平成25年度からのテーマ構造

放射性廃棄物処分基準調査等委託費

１．地層処分技術調査等委託費

処分システム評価確証技術開発

２．管理型処分技術調査等委託費

ＴＲＵ廃棄物処理・処分技術高度化開発

海域地質環境調査確証技術開発

地質環境長期安定性評価確証技術開発

放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

放射性核種生物圏移行評価高度化開発

地下空洞型処分施設閉鎖技術確証試験

３．放射性廃棄物共通技術調査等委託費

放射性廃棄物海外総合情報調査

セメント材料影響評価技術高度化開発

【③地層処分回収技術高度化開発】

【④使用済燃料直接処分技術開発】

処分システム工学確証技術開発

放射性核種生物圏移行パラメータ調査 放射性核種生物圏移行評価高度化調査

地層処分重要基礎技術研究調査 放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

リスク・コミュニケーションシステム有効性調査 終了

総合情報調査 放射性廃棄物海外総合情報調査

３．放射性廃棄物共通技術調査等委託費 ３．放射性廃棄物共通技術調査等委託費

地下空洞型処分施設性能確証試験 地下空洞型処分施設性能確証試験

ウラン廃棄物処分技術調査 ウラン廃棄物処分技術高度化開発（Ｈ１９で終了）

２．管理型処分技術調査等委託費 ２．管理型処分技術調査等委託費

ヨウ素固定化技術調査
硝酸塩処理・処分技術高度化開発

放射化金属廃棄物炭素移行
評価技術調査

人工バリア・天然バリアガス移行挙動評価 ヨウ素・炭素処理・処分技術高度化開発

人工バリア長期性能確証試験 人工バリア長期性能評価技術開発

【③ＴＲＵ廃棄物処分関連技術】 【③ＴＲＵ廃棄物処分関連技術】

地下自然環境要因影響調査

遠隔操作技術高度化調査

人工バリア特性体系化調査

バリアシステム核種移行評価高度化調査 地下坑道施工技術高度化開発　

性能評価技術高度化
終了

バリアシステム放射線影響評価

地球化学バリア有効性確証調査 処分システム工学要素技術高度化開発

モニタリング機器技術高度化調査

人工バリア材料照射影響評価 処分システム化学影響評価高度化開発

塩水環境下処分技術調査 先進的地層処分概念・性能評価技術高度化開発

塩淡境界面形状把握調査

岩盤中物質移行特性評価技術高度化調査

【②高レベル放射性廃棄物処分関連技術】 【②高レベル放射性廃棄物処分関連技術】

物理探査技術信頼性確証試験
沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発

海底地下水湧出探査技術高度化調査

地質環境評価技術高度化調査 地質環境総合評価技術高度化開発

ボーリング技術高度化調査
ボーリング技術高度化開発

地下水年代測定技術調査 岩盤中地下水移行評価技術高度化開発

【①地層処分共通技術】 【①地層処分共通技術】

１．地層処分技術調査等委託費 １．地層処分技術調査等委託費

平成１８年度までのテーマ構造 平成１９年度のテーマ構造

放射性廃棄物処分基準調査等委託費 放射性廃棄物処分基準調査等委託費

（H24で終了） 

平成１４年度～平成１８年度 平成１９年度～平成２４年度 

平成２５年度～ 

第１フェーズ （概要調査） 第２フェーズ （精密調査・前半） 

第３フェーズ （精密調査・後半） 

（H23から） 

（H23から） 

（H23から） 
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１．状況や政策の変化に応じて見直した研究開発テーマ 

平成２５年度以降の研究開発 

19 

２．人材の育成、供給に資する事業 

・使用済燃料直接処分技術開発 （平成２５年度から開始） 

将来的な政策の柔軟性を確保する観点から、使用済燃料の直接処分に関する技術的な検討を行い、その実現可能性を示す。 

・地層処分回収技術高度化開発 （平成２３年度から開始し、継続中） 

・高レベル放射性廃棄物処分における廃棄体の回収可能性に関して、地下環境で適用可能な緩衝材除去装置を設計し、実証する。 

・放射性廃棄物重要基礎技術研究調査（平成１９年度から開始し、継続中） 

・個別の研究開発テーマについては、処分事業への成果反映見込みや個別研究成果の統合化の必要性を考慮し、
限られた予算内で合理的・効率的な研究開発が行えるよう5ヵ年程度を目安に統廃合しながら研究開発を実施中。 

・東日本大震災以降に出された 「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（平成24年12月）において、既に
発生している使用済燃料などの対策を考えると、我が国においてこれを可能にするための取組を着実に進めるべき
との見解が出され、「使用済燃料直接処分技術開発」を平成２５年度から開始。 

・また、将来世代が最良の処分方法を常に再選択できるよう、回収可能性を担保するための技術開発「地層処分回
収技術高度化開発」を平成２３年度から実施中。 

・人材の育成、供給に資するという観点からの事業としては、「放射性廃棄物重要基礎技術研究調査」において、課
題として抽出された基礎的研究テーマに対し、大学等への公募型研究を進めている。 

・地層処分事業の信頼性に大きな影響を及ぼす可能性がある基礎的研究課題を抽出し、大学等への公募型研究を３年間程度進
めることで、課題に対処するための実用的な技術開発の必要性について評価する。 



座長 

委員 

北田 貴義 
株式会社三菱総合研究所 戦略コンサルティング本部 
主席研究員 
 

鳥居 和之 

金沢大学 理工研究域 環境デザイン学系 教授 
 

中野 政詩  
東京大学 名誉教授 
 

渡邉 邦夫 

埼玉大学 地圏科学研究センター 教授  

評価検討会名称 

評価検討会委員 

 放射性廃棄物処分関連分野に係る技術に関する 

 施策・事業評価検討会（平成２５年度） 

小島 圭二 

東京大学 名誉教授 

1.4．評価検討会について 
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施策の総合評価および今後の研究開発の方向等に関する提言 

①総合評価 

 本施策は、国が主体的・継続的に関与する必要があり、国、研究機関、実施主体
（NUMO）の三者の役割を考慮し、５年程度を区切りとした３段階のフェーズに対応す
る長期的かつ計画的な研究開発が行われている。 

 中間期間内（H22-H24）に生じた福島第一原子力発電所事故などによる安全へのパ
ラダイムの変化について、施策にもいち早く反映された点も評価できる。 

 今後は単なる要素技術の積み重ねではなく、共有化・統合化を先導していくと同時に、
研究開発事業の重点化をはかりつつ予算を配分することが重要。 

 

②今後の研究開発の方向等に関する提言 

 東日本大震災以降、新しい展開を考える必要性が高くなったことを認識し、新規に実
施すべき施策・技術開発を探索する事業を立ち上げることが望ましい。 

 具体的には、使用済燃料の直接処分が挙げられる。また廃棄物の回収技術の開発
に十分な資源を配分し、処分の可逆性を高めることが重要である。 

 基盤研究開発においても、地層処分を中心としながら幅広い選択肢を担保する技術
開発を進めつつ、プライオリティを付けることにより、網羅的かつ重点的な技術開発を
進めていく。 

 放射性廃棄物処分分野における各機関の関係（役割分担）の明確化に努める。 

 地道な広報・地域活動を通じ、情報を分かりやすい形で国民に発信することが重要。 
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平成２５年度 中間評価（H22-H24） 

提言及び提言に対する対処方針 

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 

 

○地層処分を中心としながら幅広い
選択肢を担保する技術開発を進め
つつ、プライオリティを付けるこ
とにより、網羅的かつ重点的な研
究開発を進めるべき。 

○国の審議会での議論を踏まえ、実施
すべき施策・技術開発を見極めてい
く。加えて、使用済燃料の直接処分
等の代替オプション技術開発を進め
ていく。 

 

        

○地層処分基盤研究開発調整会議におい
て、地層処分の精密調査後半に必要な
技術開発を精査しつつ、網羅的かつ重
点的に研究開発を実施していく。 

○左記指摘を踏まえ、引き続き回収可
能性を確保する技術開発を進める。 

  

22 

○東日本大震災以降、新しい展開を
考える必要性が高くなったことを
認識し、新規に実施すべき施策・
技術開発を探索する事業を立ち上
げることが望ましい。具体的には、
使用済燃料の直接処分が挙げられ
る。 

○廃棄物の回収技術の開発に十分な
資源を配分し、処分の可逆性を高
めることが重要である。 



平成２２年度 中間評価（H19-H21） 
提言に対する対処方針と対処実績 
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平成２２年度 中間評価時（H19-H21） 

提言及び提言に対する対処方針 

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 

 ○個別要素技術の達成目標を明確にし
て、効率的な研究開発及び成果の活
用のため、研究テーマを絞って集中的
に研究投資する必要がある。 

○現在、地層処分基盤研究調整会議に
おいて、今後の研究開発について議
論を行っている。これまでの研究成果
を踏まえ、処分事業主体のＮＵＭＯへ
技術移転することも含めて、外部有識
者の評価を受けつつ、今後の研究内
容を精査していく方針である。 

 

        
○長期の処分事業を念頭に、人材育成
の計画策定及び実施が重要である。 

○地層処分に関する国民の理解と醸成
に係る広報活動のあり方を、社会科
学的な観点から検証することは意義
がある。 

       

○放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 
のように、大学を活用した基礎研究や
人材育成等を今後も継続して実施し
ていく。 

 

        
○社会科学的な観点から見た地層処分

の考え方について、大学を活用した
研究や、地層処分基盤研究調整会議
における評価において、社会科学的
な研究者を加えて検証を行っていく。 
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平成２２年度 中間評価（H19-H21） 

提言に対する対処方針と対処実績 

H22-H24 対処実績 

○目的が概ね達成された事業について
はＮＵＭＯに技術移転できる目処が付
いたと判断し、事業終了した。また必
要とされる技術開発については新規
に立ち上げ、研究内容を精査した。 

        

○放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 
において、大学を活用した基礎研究
や人材育成を継続した。 

        
○上記の事業において、社会科学分野

の研究テーマを採択し、地域住民の
事業に対する意思決定プロセス等に
ついて検討した。 

 

        

平成２３年度から開始 
・地層処分回収技術高度化開発 
・セメント材料影響評価技術高度化開発 
・海域地質環境調査技術高度化開発 

平成２４年度で終了 
・地下坑道施工技術高度化開発 
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提言に対する対処方針 

○現在、地層処分基盤研究調整会議に
おいて、今後の研究開発について議
論を行っている。これまでの研究成果
を踏まえ、処分事業主体のＮＵＭＯへ
技術移転することも含めて、外部有識
者の評価を受けつつ、今後の研究内
容を精査していく方針である。 

 

        
○放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

のように、大学を活用した基礎研究や
人材育成等を今後も継続して実施し
ていく。 

 

        
○社会科学的な観点から見た地層処分

の考え方について、大学を活用した
研究や、地層処分基盤研究調整会議
における評価において、社会科学的
な研究者を加えて検証を行っていく。 

 

 

        



２．技術に関する事業の概要 
 
   2.A.地層処分技術調査 
   2.B.管理型処分技術調査 
   2.C.放射性廃棄物共通技術調査 
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2.A-1.地層処分技術調査の概要 

概   要 

評価対象期間 

予算総額 

実  施  者 

プロジェクト 

リーダー 

平成２２年度～平成２４年度 

９６．８億円（平成２２年度～平成２４年度） 
（平成２２年度：２９．５億円  平成２３年度：３２．９億円  平成２４年度：３４．４億） 

（独）日本原子力研究開発機構 （JAEA） 

（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター （RWMC） 

（一財）電力中央研究所 （CRIEPI） 

（独）産業技術総合研究所 （AIST） 

ボーリング、岩盤中地下水   ：木方 建造 （CRIEPI研究参事） 
地質環境、先進的地層処分    ：梅木 博之 （JAEA地層処分研究開発部門 研究主席） 
沿岸域塩淡境界、海域            ：丸井 敦尚 （AIST地下水研究グループ長） 
処分システム化学、地下坑道 ：油井 三和 （JAEA地層処分研究開発部門 副部門長） 
処分システム工学、回収    ：朝野 英一 （RWMCチーフ・プロジェクト・マネージャー） 
人工バリア長期、ヨウ素・炭素 ：朝野 英一、大和田 仁 （RWMCプロジェクト・マネージャー） 
硝酸塩処理・処分、セメント   ：亀井 玄人 （JAEA地層処分研究開発部門 研究主席） 

 地層処分技術の信頼性と安全性の一層の向上を目指し、深地
層の地質や地下水等の調査技術、地層処分システムの性能評価
技術、人工バリアの製作・施工等の工学技術、処分坑道の施工技
術、及びＴＲＵ廃棄物の処理・処分技術等の高度化開発を行う。 
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水理学的 
塩淡境界 

地質構造 
と断層 

地下水の 

流動・滞留 

地下水上昇 

と海底湧水 

塩淡境界評価技術 

● 海底湧水探査・ 

評価技術 

● コントロールボー 

リング調査技術 

沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発 

ボーリング技術高度化開発 

● 少数のボーリングで地質環境特性を精度良く調査するための 

コントロールボーリング技術の高度化開発。 

地質環境総合評価技術高度化開発 

● 処分地選定における地上からの地質調査から処分成立性 

検討に至るまで，解釈・評価を含む一連の情報の流れを地 
質環境総合評価システムとして体系化。 

● 沿岸域サイトの評価において重要な塩淡境界および 

断層評価の方法論として，既存のデータベースの活用 
と物理探査・ボーリング調査の効果的な組合せによる 
総合評価手法の構築。 

岩盤中地下水移行評価技術高度化開発 

● 地下水の年代測定技術、岩盤中の物質移行特性の
評価技術の高度化開発。 

花崗岩 
（結晶質岩） 

淡水系 

硬 岩 

瑞浪超深地層 
研究所 

泥 岩 
（堆積岩） 

塩水系 

軟 岩 

幌延深地層 
研究所 

【 内陸環境 】 

沿岸域環境 

海域地質環境調査技術高度化開発 

● 従来の海上ボーリング調査手法の地層処分
事業への有効性を実証するために、沿岸域
において海上ボーリング実証試験を実施。 

2.A-1.地層処分技術調査 ①地層処分共通技術 
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●軽水炉再処理からのガラス固化体やＴＲＵ廃棄物に対する現在の
処分概念体系，将来的なサイクルシステムも念頭に，様々な廃棄
物に対応できる先進的かつ合理的な処分概念構築手法並びに性
能評価技術の高度化開発。

●東日本大震災を受け、巨大地震・津波の影響についての検討、東
京電力(株)福島第一原子力発電所の事故により発生する放射性廃
棄物の処理・処分の検討。

●処分システム設計・操業等の工学技術に係わる要素技術開発
を体系的に展開。
-ｵｰﾊﾞｰﾊﾟｯｸ溶接，廃棄体搬送・定置等の要素技術開発
-人工バリアの基本特性データ拡充や品質保証（溶接部腐食，
施工方式による性能）
-回収可能性やモニタリング等の基礎的調査
-巨大地震・津波等に対するリスク低減技術の調査・評価

先進的地層処分概念・性能評価技術高度化開発

処分システム化学影響評価高度化開発 処分システム工学要素技術高度化開発

●処分システムの化学環境場に影響を及ぼす不確実性要因につ
いて，現象理解，データ整備やモデル開発により評価手法を構築。

-化学環境複合要因（塩析
出や変質）

-放射線による化学環境場
変化（環境/バリア挙動）

-地下深部環境下での微
生物影響 等

●わが国のような地下水の多い地質環境や処分場の長
期性能を考慮して，地下坑道の掘削・施工における湧
水抑制対策技術(グラウト)の高度化開発。

地下坑道施工技術高度化開発

●高レベル放射性廃棄物の回収技術の
高度化開発。本技術を整備することに
より、国民の地層処分技術に関する安
心感の醸成。

地層処分回収技術高度化開発

オーバーパック
緩衝材

坑
道

2.A-1.地層処分技術調査 ②高レベル放射性廃棄物処分関連技術 
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緩衝材・埋め戻し材

コンクリート支保 構造躯体（鋼製）

廃棄体

【処分坑道断面】

処分施設に多量に用いられたセメント材料は、長期的にセメント水和物が地下水に
溶解し、その力学特性や核種の移行挙動が変化。このバリアシステム性能を評価し、
核種移行解析に反映するための、セメント長期影響個別要素評価モデル、セメント－
地下水複合現象評価手法の高度化開発。

セメント材料影響評価技術高度化開発

ヨウ素・炭素処理・処分技術高度化開発 人工バリア長期性能
評価技術高度化開発

硝酸塩処理・処分
技術高度化開発

ＴＲＵ地層処分のバリアシ
ステムの長期評価に係る重
要課題として、セメント/ベン
トナイト長期影響評価、ガス
影響評価手法について、地
質環境やバリアの多様性へ
の対応、併置処分も念頭に、
データ整備や評価手法の信
頼性向上。

ＴＲＵの併置処分を念頭
においた際の重要課題で
ある硝酸塩の対策として、
硝酸塩影響評価の信頼
性向上、硝酸塩分解技術
（代替技術）等の高度化
開発。

最重要核種であるヨウ素・炭
素対策として、現実的評価のた
めのデータやモデル整備、固
定化や閉じ込め技術の総合的
な開発。

【ヨウ素(I-129)固定化技術】
長期性能の基礎試験や成立
性評価を実施。

【炭素(C-14)移行評価・閉じ
込め技術】
C-14の浸出・移行挙動の究明
による性能評価の信頼性向上、
代替技術としてのC-14長期閉
じ込め容器の開発。

2.A-1.地層処分技術調査 ③ＴＲＵ廃棄物処分関連技術 
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要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等 成果 達成度 

ボーリング技術高
度化開発 

方向性を制御しながら掘削する
コントロールボーリング技術及
び孔内調査技術を確立する。 

より少ない掘削でより広範の地質情報
が取得できるため、概要調査等におい
て適用性が高い。 

堆積軟岩及び断層を対象とした掘削
に成功した。また、調査技術として、
透水試験、応力測定、等の開発を行
い、実用化の目処をつけた 

達成 

岩盤中地下水移
行評価技術高度
化開発 

岩盤の溶質移行特性の評価技
術開発、や地下水年代測定技
術の適用試験を行う。 

地下水年代測定技術の確立により、天
然バリアの性能に係る地下水流動の緩
慢さを直接的に示すことができる。 

試作した原位置試験装置の基本性
能を確認した。また、数万～数百万
年程度の古い地下水年代の評価に
成功した。 

達成 

地質環境総合評
価技術高度化開
発 

地質環境調査・評価に係る知
識を体系化し、地質環境調査を
総合的に支援するシステムを
構築する。 

専門家の経験に基づく知識を抽出して
エキスパートシステムとして利用できる
ようにし、追跡性・透明性を確保する。 

最新の知識工学の技術を活用し、地
質環境調査・評価に係わる知識を
ルールベースや事例ベース化した。 

達成 

沿岸域塩淡境界・
断層評価技術高
度化開発 

沿岸域での1200mのボーリン
グによって、塩淡境界や断層等
の把握及びその長期的な変遷
の評価手法を構築する。 

沿岸域は陸域と比べて地質構造や地
下水流動を把握するための研究実績
が少ないため。 

堆積平野の沿岸海底下には淡水領
域が存在し、これが超長期的な地下
水の安定に大きく関与していることを
明らかにした。 

達成 

海域地質環境調
査技術高度化開
発 

海上ボーリング調査対象となる
沿岸域の海底下水理地質モデ
ルを構築し、地下水環境の推
定や掘削適地の評価を行う。 

陸域から海域までを統合した海底下水
理地質モデルを構築することが求めら
れるため。 

 

東日本大震災が発生し、当初計画
の現地調査を縮小せざるを得なかっ
た。しかし解析的な検討により、日本
列島沿岸部は、一般的に海底下に
淡水性地下水の張り出しが存在す
ることが推定された。 

一部 

達成 

 

①地層処分共通技術 

2.A-2.成果、目標の達成度 

評価対象期間においては、技術の高度化やデータの整備などにおいてほぼ当
初目標どおりの成果が達成された。 
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要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等 成果 達成度 

先進的地層処分
概念・性能評価
技術高度化開発 

様々な廃棄物特性等に対応
できる地層処分概念の開発、
及び性能評価技術等の高度
化を行う。 

技術的に実現可能な処分概念オプ
ションの整備・拡充・高度化、及びそ
れらに対応した性能評価技術や最
適化技術を開発することは、極めて
長期にわたる処分事業を柔軟かつ
効率的に進める上で非常に重要で
ある。 

先進サイクルの導入等に応じて発
生する廃棄物の特性の定量的評価
などに係る技術・ツールの実用版を
整備した。 

達成 

処分システム化
学影響評価高度
化開発 

放射線、微生物影響及びバ
リア間複合作用による化学
環境変化や核種移行に関し、
定量的な評価手法を開発す
る。 

放射線、微生物、高温やバリア間複
合作用等による影響、並びに圧縮
系での核種移行現象は国際的にも
十分な評価がなされておらず、信頼
性の高いデータの蓄積と現象理解、
それらに基づく影響評価手法を構築
することが重要であるため。 

地下水に対する放射線分解、地下
水中の微生物特性、高温環境での
バリア材の腐食や変質、微細空隙と
核種移行挙動に関するデータを取
得するとともに、モデル構築を行い
定量的な評価手法を提案した。 

達成 

 

処分システム工
学要素技術高度
化開発 

地層処分に係る工学技術の
確立を目的として、遠隔操作
技術、人工バリア品質評価、
及びモニタリング技術につい
て試験等を行い、技術選択
肢の整備に向けた知見を取
得する。 

地層処分に係る工学技術に関して
は、処分場の設計、建設、操業、閉
鎖等の技術や長期健全性評価技
術の開発を、信頼性・安全性の向
上を目指した技術基盤の強化を考
慮して進める必要がある。 

オーバーパック（OP)の遠隔溶接・
検査技術、及びOPと緩衝材等の遠
隔搬送・定置技術について、技術
の適用性を確認した。また、東北地
方太平洋沖地震を受け、地層処分
施設の操業安全を脅かす可能性が
ある自然災害対策を整理した。 

達成 

 

地下坑道施工技
術高度化開発 

わが国の地下深部の特徴を
踏まえ、地層処分システムへ
の影響を最小限に抑えたグ
ラウト技術（止水技術）を構
築する。 

地下深部に構築される処分場の建
設・操業の安全確保と経済性の観
点から湧水量を最小限にことが極め
て重要である。 

 

これまでに開発した地層処分に関
わるグラウト技術に対し、原位置試
験や室内試験などを通じて高度化し
た。また、グラウト技術のガイドライ
ンを構築した。 

達成 

 

②高レベル放射性廃棄物処分関連技術 
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要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等 成果 達成度 

人工バリア長
期性能評価技
術開発 

人工バリアの長期挙動評価、及び
金属の腐食等で発生するガスの移
行挙動評価を行う。 

TRU廃棄物処分において、人工バリ
アの変質等に伴う長期挙動の評価及
びガスの移行挙動評価については、
解決すべき重要課題として挙げられて
おり、更なる技術開発が求められてい
る分野である。 

セメントの変質に伴う物質移行特性及
び力学特性の変化を評価できる見通し
を得たまた、TRU処分施設における長

期的なガス発生・移行シナリオと、ガス
移行評価手法を構築した。 

達成 
 

ヨウ素・炭素処
理・処分技術
高度化開発 

ヨウ素固定化処理技術並びにC-

14の長期閉じ込め技術を開発する。
また、C-14の放出挙動を評価し、
被ばく線量を低減させる技術基盤
を確立する。 

TRU廃棄物処分において最も高い
線量率を示し、非収着性の核種であ
るヨウ素（I-129）及び炭素（C-14）
による被ばく線量の低減に対し更な
る技術開発が求められている。 

岩石固化体、ガラス固化体、セメン
ト固化体を対象に、ヨウ素放出の概念
モデルをそれぞれ構築した。また、コ
ンクリート容器は及び金属容器のそれ
ぞれについて、長期閉じ込めの信頼性
を高めた。 

達成 
 

硝酸塩処理・
処分技術高度
化開発 

高レベル放射性廃棄物とTRU廃棄
物の併置処分における相互影響因
子である硝酸塩に対する影響評価
システムの構築及び硝酸塩の除去
技術の確立する。 

併置処分成立性に係る最重要の相互
影響因子がTRU廃棄物中の硝酸塩とさ
れ、硝酸塩の影響評価や分解技術が求
められている。 
 

硝酸塩影響の評価システムを構築した。
また、膜分離技術等を用いた廃液からの
硝酸塩除去技術に見通しを得た。 

達成 

セメント材料影
響評価技術高
度化開発 

ＴＲＵ廃棄物の地層処分において
用いられる可能性のあるセメント材
料の長期的な影響による、ニア
フィールドにおける核種移行の解
析技術を開発する。 

ＴＲＵ廃棄物処分において、多量のセメ
ント系材料が用いられることが想定され
ており、長期的な挙動とその影響を評価
することは重要な課題として認識されて
いる。 
 

低アルカリ性セメントに対して、地下水と
の化学反応、モデルを構築した。また、セ
メント系材料のひび割れ発生を考慮する
ことができる力学挙動解析ツールを整備
した。 

達成 

要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等 成果 達成度 

地 層 処 分 回 収
技 術 高 度 化 開
発 

廃棄体を回収するための緩衝材
除去装置の設計を行い、主要部
位（塩水噴射部、スラリー吸引部、
塩水噴射部昇降設備、塩水リユー
ス設備）の製作・機能確認を行う。 

廃棄体の回収可能性を維持することの
必要性が取り上げられており、地下環境
における高レベル放射性廃棄物の回収
技術を整備する必要がある。 

装置の全体設計を実施し、装置の機能
部位（塩水噴射・スラリー吸引部、塩水
噴射部昇降設備、塩水リユース設備）ご
とに製作および機能確認試験を実施し
た。 

達成 

③ＴＲＵ廃棄物処分関連技術 
 

④地層処分回収技術高度化開発 
 

33 



２．A-3.総合評価および今後の研究開発の方向等に関する提言 

①総合評価 

 全体計画のロードマップや研究開発の実施体制も綿密に検討されており、そ
の設定範囲内で期待される成果は、それぞれの評価項目に照らしてもおお
むね妥当である。 

 各テーマに専門家・有識者によって構成される委員会が設置され、研究計
画・実施方法・結果評価を行い検証しながら実施する体制が整えられている。 

 目的・目標の設定において、従来の問題点を具体的に明らかにし、「何をど
こまでやるのか」を極力早期に具体的に示すことに留意する必要がある。 

 研究開発成果の技術的信頼性を確保するため、研究テーマ間の意見・情報
交換を密にし、統一的な結論を出すべきである。 

 

②今後の研究開発の方向等に関する提言 

 本事業における研究・技術開発は、精密調査区域の選定を念頭とした年次
計画どおりに具体的に進めていくことが必要である。 

 「地層処分の候補地は国が主体となり選定することになった」、ことの次の段
階として、候補地を選定する際の具体的な条件を示していくことが重要と考え
られる。 

 地層処分基盤研究調整会議において、いかに蓄積された技術を実事業に使
うことができるか、再度目標設定を行い、ロードマップを示す必要がある。 
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平成２５年度 中間評価（H22-H24） 

提言及び提言に対する対処方針 

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 

 ○本事業における研究・技術開発は、
精密調査区域の選定を念頭とした
年次計画どおりに具体的に進めて
いくことが必要である。 

○左記指摘を踏まえ、地層処分基盤研究
開発調整会議の中で研究の方向性を確
認しつつ、第３フェーズ（精密調査・

後半）の研究開発を進めていく。     

○「地層処分の候補地は国が主体とな
り選定することになった」、ことの
次の段階として、候補地を選定する
際の具体的な条件を示していくこと
が重要と考えられる。 

       

○地層処分基盤研究開発調整会議におい
て、今後５カ年程度の研究開発マップ
を取りまとめ、外部有識者に諮ること
で再度目標設定を行っていく。 

○地層処分基盤研究開発調整会議に
おいて、いかに蓄積された技術を
実事業に使うことができるか、再
度目標設定を行い、ロードマップ
を示す必要がある。 

      

○平成２５年１０月から開催している
審議会（地層処分技術ワーキンググ
ループ）の議論を踏まえ、具体的な
条件設定にも資するように研究開発
成果の取りまとめを行っていく。 
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２．A-4.評点結果 （地層処分技術調査） 

評点
Ａ

委員

Ｂ

委員

Ｃ

委員

Ｄ

委員

Ｅ

委員

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.80 2 3 3 3 3

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.80 3 3 3 3 2

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.60 3 2 3 3 2

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.40 2 2 3 3 2

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.80 3 3 2 3 3

 ６．総合評価 2.80 3 3 3 3 2

評点法による評点結果 

【評価項目の判定基準】 
６．総合評価 
 
（中間評価の場合） 
３点：事業は優れており、より積極的に
推進すべきである。 
２点：事業は良好であり、継続すべきで
ある。 
１点：事業は継続して良いが、大幅に見
直す必要がある。 
０点：事業を中止することが望ましい。 

【評価項目の判定基準】 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥
当性～ 

５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・体制・資金・費用
対効果等の妥当性 

 

３点：非常に重要又は非常によい  

２点：重要又はよい 

１点：概ね妥当  

０点：妥当でない                

 評点の結果、本事業の目的・政策的位置付けや
目標は妥当である。成果の達成度や費用対効果も
妥当であり、事業化や波及効果については期待で
きるものである。 
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2.B-1.管理型処分技術調査の概要 

概   要 

評価対象期間 

予算総額 

実  施  者 

プロジェクト 

リーダー 

平成２２年度～平成２４年度 

９．０億（平成22年度～平成24年度） 
 （平成２２年度：３．０億円  平成２３年度：３．１億円 平成２４年度：２．９） 

（地下空洞型処分施設性能確証試験のみ） 

 

（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター （RWMC） 

寺田 賢二  （RWMCチーフ・プロジェクト・マネージャー） 

 

 低レベル放射性廃棄物の余裕深度処分に関し、大空洞型処分
施設の施工技術や性能に係る確証試験を実施し、今後建設・操
業が予定されている余裕深度処分事業の円滑な実施に資する。 

※委託費 
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  TRU廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下空洞型処分施
設」を対象として、トンネル形状の空洞内にコンクリートピットを構築し、その外側をベントナイトで
充填する地下空洞型処分施設の総合的な性能確認を目的とし、実規模大の空洞を利用した人工
バリア等の施工性や性能の総合的な確証を行う。 

試験位置の概念 

管理型処分技術調査 

余裕深度処分において検討されている「地下空洞型処分施設」を対

象とした総合的な性能確証試験を行う。 

地下空洞型処分施設性能確証試験 

トンネル支保 

底部・側部 

埋戻し材 

 

コンクリートピット 

低拡散材 

充填材 

廃棄体 

緩衝材 

（ベントナイト） 

上部埋戻し材 
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上部コンクリートピット 
試験状況 

全体実施概要 
 ・処分施設を模擬した施設での施工・初期性能確認試験等の基本計画及び詳
細試験計画を策定する。 

 ・処分施設に要求される性能を確保するための施工技術、施工方法等の実施
工への適用性を明確にし、施工技術を確立する。また、施工した人工バリアの
初期性能が要求性能を満足していることを確認する。 

 ・施工中、施工後の処分施設や周辺岩盤の力学・水理挙動を計測し、力学的
安定性や地下水流動を評価する。 

 ・なお、当初目標には入っていないが、東北地方太平洋沖地震の発生を受け、
地下空洞型処分施設の設計・施工技術等に反映することを目的に、巨大地震
が地下空洞型処分施設に与える影響について検討を実施する。 
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側部緩衝材試験状況 

上部低拡散材 
試験状況 

充填材試験状況 

地下空洞型処分施設性能確証試験 

平成24年度までの主な成果 
  実規模・地下環境下での人工バリア（底部・側部緩衝材、コンクリートピット、
低拡散材、充填材、底部・側部埋戻し材）の施工・初期性能確認試験を実施
し、施工技術、施工方法等実施工への適用性を確認し、施工技術を確立した。
また、施工した人工バリアの初期性能が要求性能を満足していることを確認し
た。施設・周辺岩盤の挙動計測を実施した。また、巨大地震が地下空洞型処
分施設に与える影響について地震応答解析を行い検討した。   



2.B-2.成果、目標の達成度 

要素技術 目標・指標 
妥当性・設定理由・根拠

等 
成  果 達成度 

地下空洞型処
分施設性能確
証試験 

 

地下空洞型処分施設
を 構 成 す る 各 部 材
（緩衝材、低拡散材、
充填材等）の施工・性
能確認試験、及び、
施設・周辺岩盤の挙
動計測等を行い、施
設の施工技術を確立
する。 

余裕深度処分の事業化
に向けて実規模大の施
設での力学安定性や核
種閉じ込めに係る初期性
能を明確にすることは、
今後の事業にとって非常
に重要である。 

 

各部材（緩衝材、低拡散材、
充填材、ピット）について施
工・性能確認試験及び施工
した各部材・周辺岩盤の挙
動計測等を実施した。その
結果、施工技術・方法等が
現実の処分施設において実
現できることを確認した。 

達成 

個別の試験実施工程は計画どおり進捗しており、目標とす
る成果が得られ、必要なレベルでの目標が達成された。 
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２．B-3.総合評価および今後の研究開発の方向等に関する提言 

①総合評価 

 実規模・実環境を想定した地下空洞での試験を実施する本事業は、目的・目
標が明確であり、成果の達成度や予算なども妥当である。 

 中間評価期間中（H22-H24）に起こった東日本大震災以後、地震動や津波
の評価基準を見直し、地下空洞型処分施設の地震応答挙動を検討している
点も評価できる。 

 成果の未達成部分（モニタリングによる構築物および周辺岩盤等への影響
把握、地震時挙動の解析と実測結果の比較検討）については早期に成果を
挙げる必要がある。 

②今後の研究開発の方向等に関する提言 

 地下空洞埋設施設の建設技術は、これまでの土木建築の技術が活用できる
分野であり、我が国は大深度でのトンネル掘削技術や大規模な石油・ＬＮＧ
の地下備蓄基地の建設技術が蓄積されている。 

 一方で、長期の耐用年数を期待する地下空洞埋設施設には、解決すべき技
術課題（長期にわたる鋼材、コンクリートの劣化機構と高耐久化等）が残され
ている。これらの課題の解決にも主体的に取り組んでいただきたい。 
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平成２５年度 中間評価（H22-H24） 

提言及び提言に対する対処方針 

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 

 

○ＴＲＵ廃棄物処分に共通の課題である
セメント材料の長期影響評価について
は、「セメント材料影響評価技術高度
化開発」等、他の関連事業の中で取り
組んでいく。 

○一方で、長期の耐用年数を期待す
る地下空洞埋設施設には、解決す
べき技術課題（長期にわたる鋼材、
コンクリートの劣化機構と高耐久
化等）が残されている。これらの
課題の解決にも主体的に取り組ん
でいただきたい。 
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２．B-4.評点結果 （管理型処分技術調査） 

評点法による評点結果 

【評価項目の判定基準】 
６．総合評価 
 
（中間評価の場合） 
３点：事業は優れており、より積極的に
推進すべきである。 
２点：事業は良好であり、継続すべきで
ある。 
１点：事業は継続して良いが、大幅に見
直す必要がある。 
０点：事業を中止することが望ましい。 

【評価項目の判定基準】 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥
当性～ 

５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・体制・資金・費用
対効果等の妥当性 

 

３点：非常に重要又は非常によい  

２点：重要又はよい 

１点：概ね妥当  

０点：妥当でない                

 評点の結果、本事業の目的・政策的位置付けや
目標は妥当である。今後も継続して実施して成果
を得ることで、目標の達成が望まれる。事業化や
波及効果が期待でき、費用対効果も妥当である。 

評点
Ａ

委員

Ｂ

委員

Ｃ

委員

Ｄ

委員

Ｅ

委員

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 3.00 3 3 3 3 3

 ２．研究開発等の目標の妥当性 3.00 3 3 3 3 3

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.80 2 3 3 3 3

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 3.00 3 3 3 3 3

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.80 3 3 2 3 3

 ６．総合評価 3.00 3 3 3 3 3
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2.C-1.放射性廃棄物共通技術調査の概要 

概   要 

評価対象期間 

予算総額 

実  施  者 

プロジェクト 

リーダー 

平成２２年度～平成２４年度 

１３．０億円（平成２２年度～平成２４年度） 
（平成２２年度：４．４億円  平成２３年度：４．５億円 

 平成２４年度：４．１億円） 

 

（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター （RWMC) 

（独）放射線医学総合研究所 （NIRS) 

放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

  田辺 博三、稲垣 裕亮 （RWMCチーフ・プロジェクト・マネージャー） 

放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

  内田 滋夫 （NIRS廃棄物技術開発事業推進室長） 

 放射性廃棄物の処分に係る共通的な技術に関連して、幅広い
知見を要する処分技術における重要基礎的課題に係る研究開発
を実施する。また、処分の安全評価において共通的に必要となる
生物圏における放射性物質の移行パラメータの整備を実施する。 

※委託費 

※※なお、この予算額には評価対象外の 

放射性廃棄物海外総合情報調査の予算も含まれる。 
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放射性廃棄物共通技術調査 

わが国特有の環境を考慮した農作物や土壌等に対する
放射性核種の移行係数等の取得・データベース化と生物
圏評価手法の高度化 
- 沿岸域データ取得とモデル整備 
- C-14やＩ-129などの線量支配核種のデータ整備 
- ラドン等の重要核種の整備 
- 原子力発電所事故による環境中に放出された放射性
物質の挙動評価に活用 

放射性廃棄物処分技術に関する国内外の最新の知見・
情報の収集と分析を行うともに，社会的受容性など重要
基礎的な研究テーマの抽出と大学等研究者の活用など
適切な体制のもと研究を実施する。 

放射性廃棄物海外総合情報調査 放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

【重要基礎テーマ】 

- 地質環境長期安定性に係る天然現象モデル 

- オーバーパックの腐食現象に係る基礎的研究 

- 放射性核種のコロイドや有機物との相互作用研究 等 

国内外の 

技術動向 

プロジェクト 

研究 
海外最新動向の情報 

収集・分析 

政策課題への対応 

・政策決定 
・制度整備 
・技術開発計画 
・委員会情報提供 等 

・ホームページの更新 

・技術情報冊子等の整備 

データベース整備・公開 

→ 情報共有・知識普及 

海外 
法制度 

海外 

主要 

報告書 

各放射性廃棄物に関する主要国の状況について情報収集
及び分析を行い，データベース等として整備・発信する。 
 

＊研究開発ではないので評価対象外 
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2.C-2.成果、目標の達成度 

要素技術 目標・指標 妥当性・設定理由・根拠等 成  果 達成度 

放射性廃棄物
重要基礎技術
研究調査 

国内研究開発動向や
国外処分技術等に関
する情報収集を行い、
体系的整理する。また
基礎的研究テーマを
抽出し、大学研究者等
も活用した研究を実施
する。 

地層処分技術の信頼性向上に
資する基盤的な研究開発の重
要性・必要性に加え、長期的な
事業展開も念頭に置いた学際
分野を含む広範な人材活用・
育成が重要である。 
 

地層処分基盤研究開発調整会
議の全体計画整備作業を支援
した。更に、人材育成の視点も
踏まえた大学研究者等を活用
した11件の研究を実施すること
により基礎的知見を得た。 

達 成 

放射性核種生
物圏移行評価
高度化調査 

我が国の生物圏にお
ける放射性核種の取
り込み等、核種移行パ
ラメータの整備・拡充
を行う。 

生物圏においては、核種挙動
は、その地域の環境や人間活
動に大きく影響されるため、核
種移行モデルに使用される移
行パラメータは、それぞれの国
や地域において収集・整備する
必要がある。 
 

C-14の土壌-農作物移行係数
の取得、日本列島各地の表層
土壌のラドン実効拡散係数の
取 得 、 土 壌 ― 農 作 物 デ ー タ
ベースの整備・拡充等を行った。 

達 成 

評価期間の中では、技術の高度化やデータの整備などに
おいてほぼ当初目標どおりの成果が達成された。 
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２．C-3.総合評価および今後の研究開発の方向等に関する提言 

①総合評価 

 本事業は、地層処分の共通的な基盤として重要であり、学際的に重要な基
礎的課題の継続実施やそれに伴う若手研究者の人材育成の観点からも非
常に意義がある。 

 生物圏の核種移行パラメータを我が国固有のものとして正確に同定したこと
は処分事業の推進・規制の双方に寄与する大きな成果である。 

 重要基礎技術研究調査における研究の公募事業については、予算規模に
比した研究テーマ数の設定や、採択率、採択基準、評価基準などの明確化
が望まれる。 

 

②今後の研究開発の方向等に関する提言 

 放射性廃棄物重要基礎技術研究調査において研究を公募する際、自然科
学系分野とともに社会科学系分野、特にリスクマネージメントやリスクコミュニ
ケーションの分野での公募研究を拡充することが望ましい。 

 地層処分基盤研究開発調整会議の機能を強化（専門分野別の有識者委員
会を設置する等）し、分野間の成果の横断的な共有も行っていくことが望まし
い。 

 研究成果や調査結果の公開をより一層すすめ、広く活用を促していくことが
重要である。 
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平成２５年度 中間評価（H22-H24） 

提言及び提言に対する対処方針 

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

 

 

○放射性廃棄物重要基礎技術研究調
査において研究を公募する際、自
然科学系分野とともに社会科学系
分野の公募研究を拡充することが
望ましい。 

○放射性廃棄物重要基礎技術研究調査に
おいて、大学等を活用した基礎研究と
人材育成を継続するとともに、リスク
コミュニケーション等の分野の公募研
究も拡充していく。 

○会議の機能強化を実施していく（外部
有識者による分野別ＷＧの設置、関連
が深いＷＧの統合、直接処分等、新た
な課題に対応したＷＧの設置） 

○地層処分基盤研究開発調整会議の
機能を強化（専門分野別の有識者
委員会を設置する等）し、分野間
の成果の横断的な共有も行ってい
くことが望ましい。 
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○研究成果や調査結果の公開をより
一層すすめ、広く活用を促してい
くことが重要である。 

○左記のご指摘を踏まえ、引き続きホー
ムページ等で報告書を公開するととも
に、外部にも公表している旨を発信し
ていく。 



２．C-4.評点結果 （放射性廃棄物海外総合情報調査） 

評点法による評点結果 

【評価項目の判定基準】 
６．総合評価 
 
（中間評価の場合） 
３点：事業は優れており、より積極的に
推進すべきである。 
２点：事業は良好であり、継続すべきで
ある。 
１点：事業は継続して良いが、大幅に見
直す必要がある。 
０点：事業を中止することが望ましい。 

【評価項目の判定基準】 

１．事業の目的・政策的位置付けの妥
当性～ 

５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・体制・資金・費用
対効果等の妥当性 

 

３点：非常に重要又は非常によい  

２点：重要又はよい 

１点：概ね妥当  

０点：妥当でない                

 評点の結果、本事業の目的・政策的位置付けは妥当で
ある。基礎研究や人材育成が中心であり、事業化への直
接の反映を明確に示すことが困難な事業である。このた
め、事業化、波及効果の評価点が低くなっていると推察さ
れる。今後も地道に継続して実施し、人材を育成すること
で、将来的には事業化の反映に結びつくと考えられる。 

評点
Ａ

委員

Ｂ

委員

Ｃ

委員

Ｄ

委員

Ｅ

委員

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 3.00 3 3 3 3 3

 ２．研究開発等の目標の妥当性 2.80 3 3 2 3 3

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 2.80 3 3 2 3 3

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 2.40 2 2 2 3 3

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.60 2 3 2 3 3

 ６．総合評価 2.60 2 3 2 3 3
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